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告   示 

◎新潟県告示第942号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする。 

令和７年10月24日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林の所在場所 

  新潟県佐渡市中興字と子山乙3534の５、乙3534の166から乙3534の171まで、乙3534の194から乙3534の199ま

で、乙3534の201、乙3534の202、乙3534の215、乙3534の218、乙3534の224、字とね山乙3534の200 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

  （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び佐渡市役所に備え置いて縦覧 

 に供する｡) 

 

◎新潟県告示第943号 
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毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第48条第１項の規定に基づき、次のとおり土地改良事業計画の変更を認可

した。 

令和７年10月24日 

新潟県糸魚川地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 
新規変更

の別 
認可年月日 根拠条文 

糸魚川市 

糸魚川市土地改良区 

糸魚川市 

土地改良区 

維持管理事

業 
変更 令和７年10月９日 第48条 

 

公   告 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和７年10月24日 

新潟県基幹病院事業 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 調達件名及び数量 

  採血採尿生理検査業務トータル支援システム 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県福祉保健部地域医療政策課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

  購入等 

４ 契約方式 

  一般競争入札 

５ 落札決定日 

  令和７年10月10日 

６ 落札者の氏名及び住所 

  株式会社バイタルネット 

  宮城県仙台市青葉区大手町１番１号 

７ 落札価格 

  86,680,000円 

８ 入札公告日 

  令和７年８月29日 

９ 落札方式 

  最低価格 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和７年10月24日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 中条ショッピングセンター 

所在地 胎内市野中字江下347－4 外 

設置者 株式会社ウオロク 他３者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名 

   称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名、大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は 
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   名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名）に関する届出 

公告日 令和７年６月６日 

３ 意見の概要 

(1) 胎内市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和７年10月24日から令和７年11月24日まで 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和７年10月24日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 ショッピングタウン中条 

所在地 胎内市東本町2641 外 

設置者 イオンリテール株式会社 他１者 

２ 変更をしようとする事項 

駐車場の収容台数 

 （変更前）収容台数 770台 

 （変更後）収容台数 661台 

３ 変更を予定する年月日 

令和８年６月２日 

４ 変更をしようとする理由 

現状の利用状況を踏まえ、適正な台数への変更を行うため 

５ 届出年月日 

令和７年10月１日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、胎内市商工観光課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

令和７年10月24日から令和８年２月24日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援班 

電   話 025－280－5235 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、気管支ビデオスコープの購入について、次の

とおり一般競争入札を行う。 

令和７年10月24日 

新潟県立新発田病院長 田中 典生 
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１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  気管支ビデオスコープ １台 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和８年３月31日 

(4) 納入場所 

  新潟県立新発田病院  

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 957－8588 

  新潟県新発田市本町１丁目２番８号 

  新潟県立新発田病院経営課 

  電話番号 0254－22－3121 内線2516 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和７年10月31日（金）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和７年11月５日（水）午前10時30分 

 新潟県立新発田病院 ５階大会議室 

５ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  前記２に示した入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 
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  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、超音波診断装置の購入について、次のとおり

一般競争入札を行う。 

令和７年10月24日 

新潟県立新発田病院長 田中 典生 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  超音波診断装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和８年３月31日 

(4) 納入場所 

  新潟県立新発田病院  

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 957－8588 

  新潟県新発田市本町１丁目２番８号 

  新潟県立新発田病院経営課 

  電話番号 0254－22－3121 内線2516 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和７年10月31日（金）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和７年11月５日（水）午前10時00分 

 新潟県立新発田病院 ５階大会議室 

５ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 
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  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  前記２に示した入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

教育委員会公告 

令和７年度実施新潟県立学校実習助手採用選考検査の実施について（公告） 

 

令和７年度実施新潟県立学校実習助手採用選考検査を次のとおり実施する。 

令和７年10月24日 

新潟県教育委員会 教育長 太田 勇二 

 

採用及び勤務地について 

  県立学校実習助手の採用について 

令和７年度実施は、県立高等学校「農業」「工業」で募集します。 

１ 検査の目的 

新潟県立学校の実習助手の採用に当たって、選考の資料を得ることを目的とします。 

２ 出願種別及び募集地区・採用予定数 

(1) 一般選考 

出 願 種 別 採 用 予 定 数 

ア 県立高等学校実習助手「農業」 ４人程度 

イ 県立高等学校実習助手「工業」 ６人程度 

 (2) 障害者特別選考 

出 願 種 別 採 用 予 定 数   

ア 県立高等学校実習助手「農業」 若干人 

イ 県立高等学校実習助手「工業」 若干人 

３ 出願の資格 

 (1) 一般選考 
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 ア 学校教育法第９条及び地方公務員法第16条の欠格条項に該当しない者 

  イ 昭和 40 年４月２日以降に生まれた者 

  ウ 高等学校又は中等教育学校を卒業した者、令和８年３月 31 日までに高等学校又は中等教育学校を卒業見 

   込みの者及び学校教育法施行規則第 150 条の規定により高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると 

   認められる者 

 (2) 障害者特別選考 

「(1) 一般選考」に加えて、以下の要件を必要とします。 

「身体障害者手帳、療育手帳、又は、精神障害者保健福祉手帳」（以下「障害者手帳」という｡)の交付を

受けている者（身体障害者については、その程度が１級から６級までの者） 

※出願時に、実習助手採用受検願書の出願種別「障害者特別選考」に〇を記入し、「障害者手帳の写し」

をご提出いただくことにより、障害者特別選考の受検を認めます。（障害者手帳の写しを提出されない方

は、一般選考で受検となります｡) 

４ 主な職務内容及び勤務場所等 

県立高等学校実習助手「農業」「工業」 

 (1) 職務内容 

  ・農業  農業高校等で、野菜・草花・果樹等の栽培、畜産、測量等の実習指導、農場・道具等の保守・ 

整理整頓などの業務に従事する他、教員としての校務にあたる。 

  ・工業  工業高校等で、機械・電気・建築・土木・工業化学・電子等の実習指導、実習機器等の保守・ 

整理整頓などの業務に従事する他、教員としての校務にあたる。 

 (2) 勤務場所 県立高等学校   

 (3) その他 

  ・職務内容に関係した実務経験や資格を有することが望ましい。 

  ・採用に当たり勤務地は希望できない。 

  ・人事異動については、教諭に準じて取り扱う。 

  ・学校の統廃合等により、担当する教科等を変更することがある。 

５  選考の日時・場所・内容 

(1) 一般選考 

県立高等学校実習助手「農業」「工業」（障害者特別選考を含む｡) 

選考は、出願書類審査、筆答検査（一般教養検査）及び個人面接を行います。 

（ただし、一般教養検査には、「農業」または「工業」の基礎的内容を含みます｡) 

ア 日 時   令和７年12月６日（土）午前９時00分から午後５時00分まで 

イ 場 所   新潟県庁（新潟市中央区新光町４番地１） 

ウ 内 容   筆答検査（一般教養検査）・個人面接検査 

※ 詳細については、出願後、受検願書受理通知を送付する際に明示します。 

(2) 障害者特別選考  

原則として、一般選考受検者と同様の検査を行いますが、出願種別や教科等、障害の程度により、筆答検 

査の一部を変更する場合があります。また、点字、拡大文字、手話、車いす、口頭による試問等、必要に応

じて対応します。 

６ 出願について 

 (1) 用紙の交付 

出願の所定用紙は、令和７年10月24日（金）から交付します。 

所定用紙は下記ホームページからダウンロードすることができます。この場合、所定用紙は上質紙（白）

に両面印刷してください。 

高等学校教育課ホームページ https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kotogakko/ 

   なお、直接交付を希望する場合は、県教育庁高等学校教育課管理係において交付します。（ただし、土曜

日、日曜日、新潟県の休日を定める条例１号に定める休日を除く｡) 

   郵送で請求する場合は、返信用封筒（角形２号に180円切手をはり、請求者の郵便番号・あて先を明記し、
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氏名には「様」を必ず付記してください。封筒はのり付き封筒を用いてください｡)を必ず同封してください。 

また、封筒の表には「実習助手受検願書請求」と朱書してください。 

  (2) 出願書類の提出方法・期限 

   願書は、「特定記録郵便」による郵送のみ受け付けます。 

令和７年10月24日（金）から令和７年11月14日（金）までの間に郵送で提出してください。11月14日（金） 

の消印まで有効です。封筒の表には、「実習助手受検願書在中」と朱書してください。 

(3) 出願に必要な書類 

  ア  受検願書（所定の用紙） 

  ※ 障害者特別選考で、受検上特別な配慮を必要とする場合は、所定欄に具体的に記載してください。 

   イ  自己申告カード（所定の用紙） 

   ウ 最終学校の「卒業・修了証明書」、在学する学校の「卒業・修了見込み証明書」、「高等学校卒業程度 

    認定試験合格証明書」のいずれか 

   エ 最終卒業・修了学校又は在学する学校の学業成績証明書、又は単位取得証明書 

    （証明者において厳封したものであること｡) 

   ※ ウで「高等学校卒業程度認定試験合格証明書」を提出する場合は不要です。また、最終学校の学業成 

    績証明書または単位取得証明書が取得不能の場合は、９(4)の照会先へ連絡してください。 

  オ 通知用封筒２枚 

※ 長形３号に110円切手をはり、郵便番号、あて先を明記し、氏名には「様」を必ず付記してください。

また、封筒はのり付き封筒を用いてください。速達を希望する場合は速達代金の切手をはり、速達であ

ることを朱書してください。 

障害者特別選考の出願の手続は一般選考と同様ですが､｢６(3) 出願に必要な書類」の他、障害者手帳

の写しを提出してください。 

７ 要項請求先及び出願先 

  郵便番号 950－8570 新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県教育庁高等学校教育課管理係 

    ＊注 県庁専用郵便番号「950－8570」を記載した場合は、住所の記載を省略することができます。 

８ 検査結果の通知 

  選考検査の結果は、令和８年１月下旬までに通知します。 

   ＊注 なお、不合格になった者に対して、上記通知の中で本人の選考検査の評定を通知します。 

９ その他 

(1) 受検願書を提出した方に対しては、受検願書受理通知（検査日時、場所、日程、持参品等併記）を送付し

ます。 

(2) 提出した書類は返却しません。 

(3) 給与は、当県の給与に関する条例・規則に基づいて決定します。 

(4) 検査に関する照会は下記に行ってください。 

   県教育庁高等学校教育課管理係 

   電話 025－285－5511（代）（内線3880）  検査当日の電話  025－280－5610 

 

雑   報 

一般競争入札の実施について（公告） 

公立大学法人新潟県立看護大学会計規則第17条第１項の規定により、マイクロソフト教育機関向けライセンス

の調達について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和７年10月24日 

公立大学法人新潟県立看護大学 理事長  神田 清子 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称及び数量 
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公立大学法人新潟県立看護大学 マイクロソフト教育機関向けライセンスの調達 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

 入札説明書による。 

(3) 契約期間 

  令和７年12月１日から令和８年11月30日まで 

(4) 納入場所 

   公立大学法人新潟県立看護大学（新潟県上越市新南町240番地） 

２ 入札説明書の交付等 

(1) 交付場所 

新潟県立看護大学総務課庶務係（新潟県上越市新南町240番地） 

なお、上記の場所で交付するほか、新潟県立看護大学ホームページでも公開する。 

(2) 問い合わせ方法 

入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 令和７年11月13日（木） 午前10時 

(2) 場所 新潟県上越市新南町240番地 

公立大学法人新潟県立看護大学 １階 第１会議室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 公立大学法人新潟県立看護大学契約事務取扱規程（以下「契約事務取扱規程」という｡)第２条及び第３条 

の規定に該当しない者であること。 

(2) 国又は地方公共団体から指名停止措置を現に受けていないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(4) 過去、本学にソフトウェアライセンスの納入実績のある者、または公立大学法人、国立大学法人、他の地

方公共団体又は国との間に、本入札と同等以上のソフトウェアライセンスの納入を、本入札より５年以内に

２件以上、誠実に履行を完了した実績を有していること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(6) 後記５に定めるところにより、競争入札参加申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有することに

ついて公立大学法人新潟県立看護大学理事長から確認を受けている者であること。 

５ 競争入札参加申請書等の提出 

本件入札に参加することを希望する者は、入札説明書に定めるところにより競争入札参加申請書等を提出し、

公立大学法人新潟県立看護大学理事長から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

この場合において、入札説明書に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認め

られなかった者は、入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加申請書等の提出 

ア 提出期限  令和７年11月５日（水） 午後５時15分まで 

イ 提出場所  新潟県上越市新南町240番地 公立大学法人新潟県立看護大学総務課庶務係 

ウ 提出方法  本人（法人にあっては代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参又は郵送とする｡ 

                    (郵送の場合は、書留に限る｡)  

(2) 参加資格の確認結果の通知 

本件入札に係る参加資格の確認結果については、上記書類提出者に対して令和７年11月７日（金）午後５

時までにそれぞれ書面で通知する。 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

入札は、次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、３(2)に定める場所をあて先とした配達証明付きの書留郵便（封
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筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)に定め

る入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって、３(1)に定める入札執行日の前日の午後５時15分までに

到着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

(4) 落札者の決定 

入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他は、入札説明書による。 

７ 入札の無効 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加申請書等に虚偽の記載をし、これを提出した者

がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 契約事務取扱規程第16条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入札 

８ 入札保証金 

免除する 

９ 契約保証金 

契約金額に100分の10に相当する金額を加算した金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、

契約事務取扱規程第42条第１号および第３号に該当する場合は、免除する。なお、複数の方法による保証は認

めない。 

10 その他 

(1) 競争入札参加申請書等の取扱い  

ア 競争入札参加申請書等の作成に要する費用は、申請者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加申請書等は、申請者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加申請書等は、返還しない。 

(2) その他 

ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国

通貨とする。  

イ 本件に関し、苦情申立てがあったときは契約を停止し、又は解除することがある。  

ウ その他詳細は、入札説明書による。 

エ 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がない時は

契約を締結しない場合がある｡)  

オ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、契約事務

取扱規程その他公立大学法人新潟県立看護大学理事長の定める規程、日本国の関係法令の定めるところに

よる。 

 

正   誤 

  令和７年10月10日付け新潟県公告（特定施設の新設について） 

６ページの 

「(3) 代表者の氏名 ・代表取締役社長 小竹 宏行」 

は、 

「(3) 代表者の氏名 ・代表取締役社長 中川 裕司」 
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の誤り。 
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